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福井地方最低賃金審議会 

福井県最低賃金専門部会 審議日程表 

 

回数 日時 審議内容 場所・会場 

第 1回 
７月 30日（火） 

 15時 00分～ 

１ 福井地方最低賃金審議会福井県最

低賃金専門部会運営規程（案）につ

いて 

２ 福井県最低賃金に係る審議事項に

ついて 

３ 今後の審議の進め方について 

福井春山合同庁舎 

１階 

 

第 1共用会議室 

第２回 
７月 31日（水） 

 13時 30分～ 
１ 最低賃金額についての審議 福井春山合同庁舎 

14階 

 

福井労働局会議室 第３回 
８月１日（木） 

  10時 00分～ 
１ 最低賃金額についての審議 

第４回 
８月２日（金） 

  10時 00分～ 

１ 最低賃金額についての審議 

２ 結審 

３ 専門部会報告（案）について 
福井春山合同庁舎 

１階 

 

第 1共用会議室 
（予備日） 

８月５日（月） 

  13時 30分～ 
 

８月９日（金） 

  13時 30分～ 
 

※ 第１回専門部会は、第 512回審議会に引き続き開催。 

※ 予備日は、第４回専門部会の審議状況により開催を判断。 
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生活保護と最低賃金の比較について（令和４年度 福井局） 

 

Ⅰ 前提 

○ 若年単身 → 生活保護基準では 18～19歳・単身世帯 

○ 福井県の場合 

・冬季加算地区 → Ⅳ区   

・県内級地別人口 → ２級地－１: 262,328人 （福井市） 

  ３級地－１: 460,694人 （敦賀市、小浜市ほか 9市町） 

  ３級地－２: 43,841 人 （今立郡、三方郡ほか 3町） 

  計  766,863人  

 ※令和２年国勢調査による市町別の人口 

 

Ⅱ 生活保護 

（１）生活扶助基準 

  ①第１類費＋第２類費（冬季加算を除く） 

   （71,460円×262,328人＋68,430円×460,694人＋66,940円×43,841人） 

    ÷766,863人＝69,381.3円 

 

  ②冬季加算（１か月平均） 11月から４月まで６か月間支給 

     Ⅳ区： 6,790 円×６÷12＝3,395.0円 

 

※Ⅳ区の冬季加算期間は 11～４月の６か月間である。冬季加算については、令和４年度の計算

においては、令和４年４月及び同年 11 月から令和５年３月までに支給される冬季加算額で計

算している。 

 

  ③期末一時扶助費（１か月平均） 12月のみ支給 

     ２級地－１： 12,880円×１÷12＝1,073.3円 

     ３級地－１： 11,610円×１÷12＝ 967.5円 

     ３級地－２： 10,970円×１÷12＝ 914.1円 

   （1,073.3円×262,328人＋967.5円×460,694人＋914.1円×43,841 人） 

    ÷766,863人＝1,000.6円 

 

  生活扶助基準（１類費及び２類費（合算額）＋冬季加算＋期末一時扶助費） 

   ＝①＋②＋③ 

   ＝69,381.3円＋3,395.0円＋1,000.6円＝73,776.9円 

 

 （２）住宅扶助実績値（世帯人数１人の値） 

      住宅扶助実績値 20,056.5 円 
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    ※令和４年度被保護者調査 年次調査（個別調査）第 3-10表にて 

（（県）13802.1円×1,199世帯 ＋ （福井市）24267.1 円×1,781世帯）÷2,980世帯 

 

 

 （３）生活扶助基準＋住宅扶助実績値 

    以上（１）、（２）より、 

    生活扶助基準＋住宅扶助実績値＝73,776.9円＋20,056.5円＝93,833円 

 

Ⅲ 最低賃金との比較 

 時給 888円（令和 4年度福井県最低賃金）で月 173.8時間（週 40時間）働いた場合の１か

月の収入（手取額）は、 

 888円×173.8時間×0.807※＝124,548円 (１円未満四捨五入)  

 

 ※0.807は、佐賀県の令和４年度最低賃金額 853円で月 173.8時間働いた場合の税・社会保険料を考慮した

可処分所得の総所得に対する比率。 

 

したがって、生活保護と最低賃金の差額は、  

最低賃金（手取額）－生活保護＝124,548 円－93,833 円＝△30,715 円  

となるため、最低賃金が生活保護の水準を上回っている。この差額を 173.8 時間で割って 

１時間あたりとし、0.807 で割って手取額から額面に換算すると、  

△30,715 円÷173.8 時間÷0.807＝△219円/時間（小数点以下四捨五入）  

となる。 
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２０２４年７月１日 

日本銀行福井事務所 

 

福井県金融経済クォータリー 
（２０２４年 夏） 

 

【 概 況 】 

福井県の景気は、持ち直しの動きが続いている。 

最終需要をみると、個人消費は回復に向けた動きがみられている。設備

投資は増加している。住宅投資は減少している。公共投資は弱めの動きと

なっている。 

当地製造業の生産は横ばい圏内の動きとなっている。業種別にみると、

電子部品・デバイスは持ち直している。その他工業（眼鏡枠および部品）

は緩やかに持ち直している。化学と繊維は弱含んでいる。 

雇用・所得情勢は緩やかに持ち直している。 

消費者物価（除く生鮮食品）は上昇している。 

企業倒産は、件数・負債総額ともに前年を上回った。 

金融面をみると、預金は公金の減少から前年を下回っている。貸出は前

年を上回っている。 
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【 全体判断 】（矢印は前回との変化、以下同じ）         

判断据え置き 
＜直近の判断変更は 2023年秋＞ 

変化 

 

持ち直しの動きが続いている → 

 

【 実体経済・物価 】 

  今回判断  変化  関連統計等の動き  

個人消費 
回復に向けた動き

がみられている 
↑ 

ホテル・旅館の宿泊客数は新幹線延伸の効果等から回復し

ている。ドラッグストアの売上高は増加している。百貨店・

スーパーとホームセンター、コンビニエンスストアの売上

高は持ち直している。家電販売は横ばい圏内の動きとなっ

ている。一方、乗用車販売は供給制約による下押しの影響

から減少している。 

住宅投資 減少している → 新設住宅着工戸数は減少している。 

設備投資 増加している → 
中長期的な需要増や人手不足を見据え、能力増強や省力化

投資を増やす動きがみられる。 

公共投資 
弱めの動きとなっ

ている 
→ 

公共工事請負金額は、振れを伴いつつ、足もとでは前年を

上回っている。 

生 産 
横ばい圏内の動き

となっている 
→ 

電子部品・デバイスは持ち直している。その他の工業（眼

鏡枠および部品）は緩やかに持ち直している。一方、化学

と繊維は弱含んでいる。 

雇 用 

・ 

所 得 

緩やかに持ち直し

ている 
→ 

有効求人倍率は高水準で推移しているほか、雇用者所得は

緩やかに持ち直している。 

物 価 上昇している → 
消費者物価（福井市、除く生鮮食品）の前年比は２％台前

半となっている。 

 

  

第512回第2-6 第512回第2-6



 

【 金 融 】 

  関連統計等の動き  

預 金 福井県の預金（国内銀行ベース）は、公金の減少から前年を下回っている。 

貸 出 福井県の貸出金（国内銀行ベース）は、前年を上回っている。 

 

以  上 

 

  

＜本資料に関するお問い合わせ先＞ 
  日本銀行福井事務所 （電話 0776-22-4495） 
  ホームページアドレス（https://www3.boj.or.jp/fukui/） 
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福　井　県　の　主　要　経　済　指　標　（１）

(個人消費関連） （単位：前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 百貨店＋ｽｰﾊﾟｰ売上高 （既存店） -1.4 -0.7 1.3 -0.7 2.5 n.a. 4.8 p 0.0 n.a. n.a.

　　　　　　同　　　　 　（全　店） 0.1 0.3 2.5 0.5 3.3 n.a. 4.8 p 0.0 n.a. n.a.

 コンビニエンスストア売上高 （全　店） -6.7 1.2 3.1 -0.4 1.0 n.a. -1.4 0.2 n.a. n.a.

 家電大型専門店売上高 （全　店） 1.1 -1.1 9.5 -0.3 0.0 n.a. 3.3 -3.3 n.a. n.a.

 ドラッグストア売上高 （全　店） 7.9 9.4 11.2 8.1 r 10.0 n.a. r 14.0 4.7 n.a. n.a.

 ホームセンター売上高 （全　店） -3.6 -3.0 0.3 -5.6 -5.0 n.a. -11.6 2.9 n.a. n.a.

 乗用車新車登録台数  （含む軽） -6.9 16.2 16.6 6.5 -20.8 n.a. -19.6 -2.4 -3.7 n.a.

　　　　　　同　　　　　 （除く軽） -9.8 19.9 19.1 8.8 -18.5 n.a. -17.2 3.4 -5.9 n.a.

 延べ宿泊者数 16.3 p 12.9 p 23.3 p -3.5 p 10.5 n.a. p 16.6 n.a. n.a. n.a.

（住宅投資関連） （単位：前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 新設住宅着工戸数 -4.2 -14.2 -16.7 -27.2 -21.2 n.a. -8.3 -4.4 n.a. n.a.

　持　家 ≪48.5≫ -9.3 -12.1 -7.4 -28.5 -13.2 n.a. -7.3 -6.5 n.a. n.a.

　貸　家 ≪38.2≫ 8.3 -19.4 -18.4 -28.5 -46.6 n.a. 0.0 -3.9 n.a. n.a.

　分　譲 ≪10.4≫ -20.2 -18.2 -33.6 -14.0 100.0 n.a. 208.1 10.7 n.a. n.a.

（設備投資関連） （単位：前年度比％）

2020年度実績 2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績 2024年度計画

 設備投資額　　（全産業）

（単位：前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 建築着工床面積　 2.6 -10.5 71.2 -26.0 59.3 n.a. 2.1 81.4 n.a. n.a.

（公共投資関連） （単位：前年比％）

2022年度 2023年度 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 公共工事請負金額　 -23.5 -19.3 -39.0 -29.9 8.9 n.a. -2.0 -21.9 48.6 n.a.

（生産関連） （単位：季調済は前月（期）比％、原指数は前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 鉱工業生産　　（季調済指数） 104.3 95.1 97.2 98.6 92.3 n.a. 89.6 n.a. n.a. n.a.

-2.2 -8.8 5.1 1.4 -6.4 n.a. -5.9 n.a. n.a. n.a.

　電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ ≪22.1≫ -15.6 -28.7 0.5 27.8 3.4 n.a. 1.3 n.a. n.a. n.a.

　繊　　　維 ≪12.5≫ 1.1 -4.1 -1.1 -4.0 -4.9 n.a. 3.2 n.a. n.a. n.a.

　化　　　学 ≪11.2≫ -2.8 -11.6 10.6 -0.5 -12.4 n.a. 4.8 n.a. n.a. n.a.

　その他の工業
   （眼鏡枠および部品）

≪6.3≫ 12.9 3.4 4.0 3.1 0.8 n.a. 10.6 n.a. n.a. n.a.

-32.8

　　　同 　　　　　（季調済前月（期）比）

-6.3 14.6-14.49.7
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福　井　県　の　主　要　経　済　指　標　（２）

（雇用・所得関連） （単位：前年比％、有効求人倍率は季節調整済〈倍〉）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 有効求人倍率　 1.89 1.80 1.78 1.78 1.77 n.a. 1.80 1.78 n.a. n.a.

 雇用者所得　   -3.4 0.3 -0.2 1.6 0.6 n.a. -2.4 n.a. n.a. n.a.

（物価） （単位：前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

1.9 2.9 3.1 2.0 2.4 n.a. 2.6 1.5 2.3 n.a.

（倒産） （単位：前年比％、倒産件数は件）

2022年度 2023年度 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 倒産件数　　　　　  　 （件） 37 31 8 6 11 n.a. 4 3 5 n.a.

　　　同　　　　　　　　　（前年比） 19.3 -16.2 -11.1 -50.0 0.0 n.a. 0.0 50.0 66.6 n.a.

 負債総額 -22.2 -16.6 -5.2 -23.6 -52.9 n.a. -42.6 73.7 40.6 n.a.

 消費者物価指数（除く生鮮食品）

福　井　県　の　金　融　指　標

(預金・貸出金＜末残＞) （単位：前年比％）

2022年度 2023年度 2023年 2024年 2024年

6月 9月 12月 3月 1月 2月 3月 4月

 実質預金 1.5 1.8 1.6 1.8 0.7 1.8 0.8 1.1 1.8 -0.2

 貸　出　金 2.7 8.8 6.4 10.6 9.7 8.8 9.0 9.2 8.8 6.2
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 (注)   

   

【経済指標】 ・ 設備投資額の 2022年度実績以前の計数は、調査対象企業見直し前の旧ベース。 

 ・ 建築着工床面積は、非居住用の計数。 

 ・ 公共工事請負金額は、直近月の「公共工事前払金保証統計」が未公表の場合、東日本建
設業保証㈱における同請負金額の前年比を参考値として表示（この場合、斜字体で表示）。 

 ・ 鉱工業生産の季調済の「年」計数は、原指数の変化率。2020年基準。 

 ・ 有効求人倍率の「年」計数は原計数。 

 ・ 雇用者所得は、常用雇用指数、一人当り名目賃金指数を基に日本銀行金沢支店が算出。
事業所規模５人以上。2020年基準。 

 ・ 消費者物価指数の四半期は、日本銀行金沢支店が月次指数から算出（平均値）。2020年基
準。 

 ・ 倒産は、負債総額 10百万円以上。 

 ・ ≪ ≫は、各項目の直近年または基準年の構成比。 

【金融指標】 ・ 実質預金は、福井県内に店舗を構える国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の銀行勘定（福
井県内店舗ベース）を基に算出。オフショア勘定を除く。実質預金は、表面預金から切
手手形を控除したもの。 

 ・ 貸出金は、福井県内に店舗を構える国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の銀行勘定（福井
県内店舗ベース）を基に算出。オフショア勘定を除く。中央政府向け貸出を除く。 

【全 般】 ・ ｐは速報値、r は訂正・改訂値を示す。 

 ・ 単位未満の数字のみの場合には、マイナス符号は表示していない。 

 

 

(資料) 近畿経済産業局「百貨店・スーパー販売状況」、 

経済産業省「商業動態統計」、 

福井県自動車販売店協会「車種別・月別新車登録台数」、 

全国軽自動車協会連合会「軽四輪車新車販売」、 

観光庁「宿泊旅行統計調査」、 

国土交通省「住宅着工統計」「建築物着工統計」、 

日本銀行金沢支店「北陸短観（県別集計データ）」、 

東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」、 

福井県「福井県鉱工業指数」「毎月勤労統計調査」、 

福井労働局「労働市場月報」、厚生労働省「職業安定業務統計」 

総務省「消費者物価指数」、 

東京商工リサーチ金沢支店「北陸三県企業倒産状況」、 

日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」 
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（％ポイント）

2022年 2023年 2024年
12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

変化幅 変化幅

全 産 業 8 1 6 4 12 ▲ 2 ▲ 5 12 14 4 ▲ 8 

製 造 業 5 5 8 ▲ 2 13 8 2 20 12 16 ▲ 4 

非製造業 10 ▲ 2 4 8 11 ▲ 12 ▲ 12 5 17 ▲ 7 ▲ 12 

全 産 業 6 5 8 10 13 12 9 12 0 10 ▲ 2 

製 造 業 2 ▲ 4 ▲ 1 0 5 4 4 5 1 6 1 

非製造業 10 12 14 16 18 18 13 19 1 13 ▲ 6 

最近 先行き最近 先行き

福井

全国

売上高 （前年度比・％） （前年同期比・％）

修正率 修正率 修正率 修正率 修正率

全 産 業 2.7 1.5 1.5 3.6 ▲ 1.0 6.4 3.0 2.8 4.6 0.3 2.6 

製 造 業 2.1 0.1 4.1 4.9 ▲ 3.1 7.6 0.2 4.8 6.4 3.5 3.4 

非製造業 4.1 4.7 ▲ 4.5 0.7 4.5 3.9 9.2 ▲ 1.9 0.5 ▲ 6.7 0.8 

全 産 業 3.0 0.3 1.9 1.1 3.9 2.2 0.5 2.1 1.1 1.7 1.1 

製 造 業 3.0 0.1 2.4 1.3 3.9 2.2 ▲ 0.1 2.0 1.1 2.7 1.4 

非製造業 3.0 0.4 1.6 1.0 3.9 2.1 0.8 2.1 1.1 1.1 1.0 

福井

2024/下期

（計画）

2023年度 2024年度

（計画）

2023/上期 2023/下期 2024/上期

（計画）

全国

経常利益 （前年度比・％） （前年同期比・％）

修正率 修正率 修正率 修正率 修正率

全 産 業 17.2 9.2 5.6 16.7 ▲ 1.6 47.6 20.6 5.6 11.2 5.7 23.2 

製 造 業 18.2 1.5 15.7 19.1 ▲ 2.4 59.6 3.3 10.6 12.9 22.0 27.0 

非製造業 13.5 52.5 ▲ 32.6 3.2 3.3 21.6 127.4 ▲ 20.5 0.9 ▲ 40.7 5.3 

全 産 業 12.4 5.1 ▲ 7.5 0.2 12.3 12.5 11.3 ▲ 11.8 ▲ 6.4 ▲ 2.9 7.7 

製 造 業 9.6 3.1 ▲ 8.1 ▲ 1.5 ▲ 0.1 22.9 9.3 ▲ 14.2 ▲ 9.8 ▲ 1.2 8.1 

非製造業 14.6 6.7 ▲ 7.2 1.6 24.0 5.9 12.7 ▲ 10.1 ▲ 3.7 ▲ 4.1 7.5 

全国

福井

2023年度 2024年度

（計画）

2023/上期 2023/下期 2024/上期

（計画）

2024/下期

（計画）

    （前年度比・％）

修正率 修正率

全 産 業 ▲ 6.3 ▲ 8.5 14.6 5.8 

製 造 業 ▲ 18.8 ▲ 11.8 43.9 22.9 

非製造業 59.3 1.4 ▲ 63.5 ▲ 56.0 

全 産 業 10.6 ▲ 0.2 8.4 4.8 

製 造 業 6.7 ▲ 2.5 17.2 5.7 

非製造業 12.8 1.2 3.5 4.2 

福井

全国

2023年度 2024年度

（計画）

福井県 短観（2024年 6月調査） 

１．業況判断 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注) 「業況判断」は、「良い」（回答社数構成比＜％＞）－「悪い」（回答社数構成比＜％＞）。 

「最近」は回答時点を、「先行き」は 3 か月後を示す。「最近」の変化幅は、前回調査の「最近」との対比。 
「先行き」の変化幅は、今回調査の「最近」との対比。 

    2023 年 9 月以前の計数は、調査対象企業見直し前の旧ベース。 

２．売上・収益計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．設備投資計画 

 

 

 

 

 

 

 

（注）売上・収益計画および設備投資計画の修正率は、前回調査との対比。 

（資料）日本銀行金沢支店 
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（参考１）業況判断の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注) 1. シャドーは福井県の景気後退期（福井県調べ）。各年とも 3 月、6 月、9 月、12 月調査。 

2. 調査対象企業見直し直前の調査回（2009 年 12 月、2014 年 12 月、2017 年 12 月、2021 年 12 月、2023 年 12 月）

については、見直し前の旧ベース。 

 

 

（参考２）売上高経常利益率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）シャドーは福井県の景気後退期（福井県調べ）。 

 

（資料）日本銀行金沢支店 
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２０２４年 7月 22 日 

 

福井地方最低賃金審議会 御中 

 

福井市勝見 3-16-9     

福井県労働組合総連合 

議 長 鈴木 孝典    

 

 

 

福井県の最低賃金の大幅な引上げを求める意見書 

 

 

 審議会委員の皆様におかれましては、審議会での真摯な議論に尽力されておられますこ

とに心から敬意を表します。 

  

 物価高騰が止まりません。実質賃金低下は過去最長の 26 ヵ月連続となり、最低賃金近

傍で働く労働者ほど重くのしかかり、生活を圧迫しています。そのことが消費を冷え込ま

せ地域経済の衰退となっています。 

 2023 年の最低賃金額の改定では、中央審議会の目安額に県独自で３円上積みするとい

う過去に例のない引き上げでした。しかし、最高の東京都が 1,113 円、福井県は 931 円で

182円もの大きな地方間格差を生んでいます。今春闘で各自治体との懇談を行いましたが、

高浜町では若者が舞鶴市に働きに出て行ってしまうとのことでした。 

 また、福井県内の高校３年生の約４割(３千人)が卒業を契機に県外進学し、大学等卒業

後のUターンはこのうちの約３割であるとのことです。県の有効求人倍率は 72 か月連続

全国一位(令和６年３月時点)で慢性的な人手不足です。この二つの事情から県独自の様々

な中小企業支援策を行っていると聞いています。 

 委員のみなさん。労働者の下には子どもがいます。小中学校の子どもが二人いると想像

して下さい。ご夫婦とも非正規の労働者だと想像して下さい。その上で、今の福井県の最

低賃金で子どもに、腹いっぱい食事を取らせられるのでしょうか。仮に 1,000 円としても

月 160,000 円です。1,500 円でも 240,000 円です。そして、ここから課税分が引かれます。

ちなみに坂井市では、上下水道料金が今年度から 1割上がり令和 7年度からはさらに 1割

上がります。(平均的家庭で 5,000 円→6,000 円/月です)また、自治体によって違いますが、

小学校 4～6 年生では一人 1か月当たり、給食費 5,000 円  教材費 2,000 円(ドリル プリ

ント代等) 修学旅行積立金 2,000 円の合計月 9,000 円の支出です。中学 高校になれば、

さらに部活動費がかかります。 

 委員のみなさん。三国ハローワークの求人票を見ると、非正規での募集はほぼ最低賃金

近傍です。ダブルワークなど、食べるために長時間働き、子育てに支障が来ている場合も

あるのではないでしょうか。最低賃金は、まさに最低賃金近傍で働く労働者とその子ども

たちの命の砦です。どうか、最低賃金を大幅に引き上げる答申で命の砦を築いてください。

心からお願い申し上げます。 
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最低賃金の改定に関する要請書 
 

 

少子高齢化、人口減少が進む中、福井県は今、北陸新幹線開業を契機に、新

たな飛躍の時を迎えています。 

規模や業種に違いはありますが２４年春闘では、過去最高の上げ幅が実現

され、過去最高益を発表する県内企業が増加しています。流れが一過性のもの

ではなく持続的な経済成長・発展につなげていくには力強い個人消費が不可

欠であり、働く人すべての賃金水準の継続的な引き上げが必要です。 

国、県、関係団体は、生産性の向上、イノベーションの推進、働き方改革に

加え、賃上げ原資の確保、価格転嫁支援等を惜しんではなりません。 

 

このような中、中小企業に大きな影響を与える日本の地域別最低賃金は、現

在、欧米豪の約半分、韓国より低くなっています。また、福井県の水準は、全

国中位にありますが、近隣県の中で最も低い状況にあります。 

中央最低賃金審議会は２５日、全国一律５０円の目安額を答申しました。し

かしながら、すでに拡大している地域間格差の縮小・是正のためには、本県含

めB、Cランクの道府県はさらなる引き上げが必要となります。これら地域の

中小企業に対し、国は、価格転嫁やＤＸ化の促進など、様々な施策を伴走型で、

迅速に講じるようお願いします。 

 

福井地方最低賃金審議会には、地域間格差の是正に加え、国際競争の観点か

らも、若者、外国人から選ばれる県となるよう真摯なご議論をお願いします。 

 

審議会の各委員には、就業環境の向上、女性やシニアの活躍推進、産業構造

の高度化の観点からも、本県ができる限り早く時給1,000円超を達成できるよ

う、福井経済を一歩前に進めるためにも、力強いリーダーシップを発揮し、次

代が求める金額を導き出すようお願いします。 

 

令和 6 年 7 月 29 日 

 

 福井地方最低賃金審議会会長 岡﨑 英一 様 

 福井労働局長        石川 良国 様 

 

                福井県知事  杉本 達治 
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